
高速道路インターチェンジ等を生かした多様な産業の受け皿づくりを
進めるための計画的な土地利用の促進に係る基本方針について
１．背景と目的

２．産業の受け皿づくりを進めるための土地利用の基本的な考え方
(1)計画的な土地利用の促進
・個別規制法との適切な調整の下、計画的で秩序ある土地利用を図り、良好な開発を誘導する。

(2)多様な産業の立地促進
・製造、物流、農林水産、観光、医療・福祉関連施設など、多様な産業の受け皿づくりを進め
るための土地利用を促進する。

(3)周辺環境・景観と調和した土地利用の促進
・自然環境・景観及び周辺地域の生活環境を保全するため、これらと調和し、良好な景観を有
した緑豊かな土地利用を促進する。

(4)市町村と県の緊密な連携による取り組み
・市町村と県は、緊密な連携と適切な役割分担の下、地域の立地条件と資源を生かした多様な
産業の立地に向けた土地利用を促進する。

(5)民間活力の導入
・官民の連携により効率的かつスピード感のある開発を促進する。

※ 本基本方針による支援とともに、企業立地課が運用する公共インフラ整備への補助など
の支援制度である「新たな産業用地の確保施策」等も活用し、産業の受け皿づくりを
円滑に進める。

(1)基本的な進め方
・４つのステージ（右ページ参照）により段階的に進める。

(2)市町村による産業立地促進地区の選定と開発計画の策定
・市町村は、地域の特性等を十分に踏まえ、主体的に「産業立地促進地区」候補地を選定し、
開発計画を策定する。

(3)県による市町村の開発計画策定に対する支援
・ワンストップ相談窓口、受け皿づくり支援チーム、県庁内
調整会議を設置し助言等の支援を行う。

(4)県による産業立地促進地区の指定と事業化支援
・産業の受け皿づくり促進会議を設置し、計画の妥当性などを確認し、産業立地促進地区を
指定する。あわせて開発計画を公表することで、企業へのPRを図る。

３．産業の受け皿づくりに向けた基本的な進め方

(1)背景
・高速道路等の整備の進展、成田空港の更なる機能強化
・高まる企業の立地ニーズ、不足している工業系の産業団地
・立地条件や地場産業等の地域資源を生かした新たな産業立地の重要性

(2)目的
・高速道路網等の整備効果や地域資源等を生かし、多様な産業の誘致による地域の振興と
本県の発展に寄与することを目的とする。

・県、市町村の連携のもと、多様な産業や施設の誘致のための受け皿づくりを進めるため
の土地利用の促進に係る基本的な方針を定める。

産業立地促進地区候補地の抽出、事業化の可能性の検証

産業立地促進地区の選定、開発計画の策定

産業立地促進地区の指定、開発計画の公表

開発計画の事業化

≪市町村≫ 産業立地促進地区の選定、開発計画の策定
・事業化の可能性の高い地区を産業立地促進地区として選定
・開発の目的、土地利用規制、事業手法、事業採算性等の整理し開発計画を策定

≪ 県 ≫ 市町村の開発計画案に関する県庁内調整
・「受け皿づくり支援チーム」による開発計画案作成に向けた支援
・「県庁内調整会議」による開発計画案の課題抽出や助言

≪市町村≫ 産業立地促進地区候補地の抽出、事業化の可能性の検証
・上位計画等への位置付け
・産業立地促進地区候補地の抽出
・事業化の可能性に関する検証
・個別規制法等に係る関係機関との事前調整
・アクセス道路等のインフラ整備計画の検討

≪ 県 ≫ 市町村への助言と支援
・「ワンストップ相談窓口」の設置による相談窓口の一本化
・「受け皿づくり支援チーム」による市町村への支援
・「新たな産業用地の確保施策」による可能性調査への補助(工場、研究所等)

第１ステージ

４．事業化に向けた各ステージにおける県と市町村の役割分担

産業立地促進地区の指定、開発計画の公表

「産業の受け皿づくり促進会議」の開催
計画の妥当性と事業の実現性の確認

≪ 県 ≫ 産業立地促進地区の指定、開発計画の公表
・「産業の受け皿づくり促進会議」を開催し、開発計画の妥当性及び事業の実現性
について確認し、「産業立地促進地区」の指定を行い、開発計画を公表する。

≪市町村≫ 開発事業化に向けた手続き
・個別規制法等に係る関係機関との法定協議及び手続き
・開発行為・土地区画整理事業等に係る手続き
・企業立地に関する支援

≪ 県 ≫ 開発事業化に向けた助言と支援
・「受け皿づくり支援チーム」による市町村への支援
・「新たな産業用地の確保施策」によるインフラ整備に係る補助 (工場、研究所等)

第２ステージ

第３ステージ

第４ステージ


